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1．はじめに
我が国は未曾有の少子高齢化に直面し，特に地
方における人口減少が深刻な問題となりつつある。
総務省が2017年7月5日に発表した住民基本台
帳に基づく人口動態調査（2017年1月1日時点）
によると，東京圏（東京，埼玉，千葉，神奈川の
1都3県）の日本人住民の人口は3,536万696人
と前年比0.28％増え，東京圏に人口が集中する傾
向が続いている。しかし，東京圏全体で人口が増
えているとはいえ，東京圏の中でもすでに人口減
少局面に入った地域も少なくない。人口増減は様々
な要因に依存するが，東京圏における人口増減の
代表的な要因を挙げるとすれば，東京都心への鉄
道アクセスの利便性，商業施設の数，医療機関の
数，子育て世代への支援策などが挙げられる。近
年，まちの利便性や子育て世代への支援策をアピー
ルし，人口増加を実現したのが千葉県流山市であ
る。同市は子育て世代を引き付けるために，積極
的な施策を次々に打ち出した。定住人口増加は，
地方自治体が良質な地域経営を進めるために必要
不可欠な要素であると言える。
一方，定住人口増加とともに近年重要視されて
いるのが，観光客獲得に向けたまちづくりの推進
である。国土交通省はホームページにおいて観光
まちづくりについて，「都市政策，まちづくりの
目指すところは，サステイナブル（自立的/持続
的）な都市を継続することです。このため地方の
都市においては，コンパクト＋ネットワークとい
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要 約
本論は，観光まちづくりの先行研究を再評価した上で，千葉県流山市を事例として，鉄道事業者間および観光
関係主体との業務・資本提携に基づく観光まちづくりの論理の解明を試みる。観光まちづくりの視点を踏まえて，
着地型観光と連動した鉄道利用の観光誘客による鉄道ネットワークの持続的運営，および鉄道利用の観光誘客を
前提とした観光地の魅力向上に向けて，鉄道事業者間および鉄道事業者と観光関係主体の間で戦略的提携を締結
し，着地型観光と連動させる必要性がある。流鉄を核としたステークホルダーとの戦略的提携を進めることが，
流山市におけるより有効な観光まちづくりにつながると考えられる。鉄道活性化と着地型観光の連動による観光
まちづくりを推進するためには，ステークホルダーアプローチの下，鉄道事業者間および観光関係主体との戦略
的提携によって増加する利益を観光まちづくりへと生かす取り組みとともに，着地型観光の創造によって鉄道に
よる来訪者を増やし地域活性化を進める活動が望まれる。
キーワード：戦略的提携，ステークホルダー，持続的な価値の創出
う都市構造の実現と併せて，各種の都市政策が推
進されています。観光まちづくりは，それらと連
携して進める政策であり，まちを訪れる人々をリ
ソースとして，まちの関係者（行政だけでなく当
該まちに関わる内外のステークホルダー）が自ら
の手で，自立的/持続的に営んでいくまちづくり
の一手法です。観光まちづくりは，自治体が，サ
ステイナブルな都市を継続する手法（都市によっ
て異なる個別解）を選択していく上で，一つの有
力な候補になると考えられています」と述べ，持
続可能（サステイナブル）なまちを継続するため
に，コンパクトシティの実現と連動して，まちを
訪れる人を増やすことの必要性を指摘している。
人口減少社会を迎える我が国において，定住人口
の獲得をめぐって自治体間の競争とならざるを得
ない。そこで，定住人口の獲得とは別に，日本全
体の交流人口を拡大することで，各地域の創意工
夫によりまちを訪れる人を増やし，地域内の所得
を向上させる取り組みが求められることになる。
本論では，観光まちづくりの先行研究を再評価
した上で，千葉県流山市の事例を中心として，鉄
道事業者間および観光関係主体との業務・資本提
携に基づく観光まちづくりの論理を解明すること
を目的とする。本論は次の順序で議論を進める。
第2節で観光まちづくり論の先行研究をレビュー
した上で本論の仮説と学術的設問を提示する。そ
の上で，第3節において千葉県流山市における観
光まちづくりの可能性を議論する。そして，第4
節において流山市における鉄道事業者間の関係強
化による流山市の観光まちづくりを見据えて，戦
略的提携論の先行研究を概観し，第5節で第4節
の先行研究の研究成果および筆者が担当する江戸
川大学社会学部現代社会学科「観光まちづくり論」
での実践の成果を踏まえて，ステークホルダーア
プローチの適用による流山市の観光まちづくりへ
の示唆について述べる。最後に第6節で本論のま
とめを行う。
2．観光まちづくり論の先行研究および
本論の仮説と学術的設問
観光まちづくりに関する先行研究は，①観光ま
ちづくり総論，②観光振興の事例に基づく考察，
③交通と観光まちづくり，④観光地経営組織
（DMO:Destination Management/Marketing
Organization）やNPOの組織研究，④観光まち
づくりの人材育成の5つのカテゴリーに大きく分
類することができる。
①に該当する研究としては，Beeton［2006］，
小長谷・竹田［2011］，および森重［2015］があ
る。小長谷・竹田［2011］は，狭義のニューツー
リズム，着地型観光，サステイナブル観光などの
諸概念を整理した上で，次世代観光を振興するた
めに「観光要素・リーダーモデル」を提案してい
る。この中で，次世代型観光のための観光要素・
リーダーの統合モデルを次のように説明する。す
なわち，観光要素論としては，観光要素の常設の
資源（モノ）として開発すべき3要素は「見」
「食」「買」であること，これに時間的設定「イベ
ント」，空間的設定「回遊空間・交通計画」が加
わるとする。そして，この観光要素をふまえて，
1）「地元，行政のみならず外部の専門家・市民ま
でつなぐネットワーク力」をもって組織を固め，
2）「観光要素論の観点から，地元の資源を発見し
そだてる構想力」を発揮して上記の3要素「見」
「食」「買」の欠けているところを開発し，3）「そ
の観光資源をターゲットの観光客に向けてアレン
ジするマーケティング力」をもって顧客向けに製
品化し，4）「事業採算性を考える経営力」，5）「観
光地点をつなぎ回遊空間をつくり出す交通整備力」
でイベント，回遊空間を整備していくことの重要
性を指摘している（1）。
Beeton［2006］は，観光を基盤としたまちづ
くりについて包括的な解説を加えている。観光と
まちづくり，まちづくりに関連する観光理論，地
域振興のための戦略的観光計画，都市観光の戦略，
都市観光のマーケティング，観光都市における批
判への対応，観光を基盤としたまちづくりの各テー
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マについて理論的な側面から説明している。
また，森重［2015］は，観光まちづくりに関す
る先行研究における観光まちづくりの定義を丹念
に検討し，「そもそも観光まちづくりは観光振興
とまちづくりのどちらをめざしているのか，何を
評価すればよいのかについて，これまで十分に検
討されてこなかった」と先行研究の問題点を指摘
した上で，観光まちづくりの定義を「地域社会が
主体となって，地域のあらゆる資源を活用し，交
流を促進することで，まちの魅力や活力を高める
活動」と提示した。さらに，観光まちづくりを
「地域内外の多様な人びとの交流を通じて，地域
活性化に向けた内発力を生み出す手段」として重
要視し，「交流を促進する観光活動を評価する必
要があることを指摘している（2）。
②としては，例えば，西村［2009］は，「まち
づくりが観光へ向かうという動きだけでなく，観
光地がまちづくりへひろがる」（3）との問題意識に
立脚し，総論，実践，そして理論（必要な人材・
体制・組織・課題）の3部構成で観光まちづくり
の各論を論じる構成で編集され，その中の実践の
部で全国の事例を紹介している。その中の由布院
の事例では，総合観光事務所の事務局長の全国公
募で，酒席の懇親会が選考審査に採用されている
ことが紹介されている。DMO候補法人が数多く
登録され，中には経営者の公募を行うDMO（浜
松・浜名湖DMOなど）も現れているが，今後の
DMOの人材採用ならびに観光まちづくりに向け
た人材獲得への示唆ともなっている。
濱田［2010］は，地域ブランドと観光まちづく
りについて，事例を交えて考察し，地域ブランド
によるまちづくりを推進するには，地域一体となっ
た「エリアマネジメント（地域経営）」（4）の視点
からまちづくりを推進し，地域の一人一人がまち
への誇りや愛着を持ち，当事者意識を持ってまち
づくりに関わっていくことの必要性について述べ
ている（5）。
③としては，大塚［2016］がある（6）。2016年 3
月26日の北海道新幹線開業に際して，日本一割
高な特急料金の上限設定が総括原価方式に基づき
認可されたことについて，割高な特急料金が移動
の自由の制約ならびに地域間交流や地域活性化の
阻害要因となる懸念があることを問題視した上で，
航空路線に対して競争力のある価格設定の企画乗
車券や鉄道の特性を生かした周遊券の全国の JR
線の駅窓口での発売，旅行商品の発売および寝台
列車・観光列車をJR他社と協力して運行するこ
と等の工夫が必要であること，および北海道旅客
鉄道（JR北海道）とJR他社の戦略的提携とと
もに，JRグループと沿線自治体が連携して，道
南・青森エリアの観光資源を広域的に PRする
ことで，新たな観光需要を掘り起こす取り組みの
必要性を指摘している。そして，JR北海道が列
車の安全運行に専念できる制度設計は，北海道新
幹線の信頼性を高め，道南・青森エリアの観光振
興に貢献する最善策であることを述べている。
④としては，たとえば，2つの研究を紹介する。
まず，Ekaterina［2016］がある（7）。DMOの概
念について検討した上で，インタビューおよび
SWOT分析を踏まえて，極東ロシア・カムチャッ
カの観光誘客の可能性を検討している。本論にお
いてもSWOT分析を実施し，千葉県流山市の観
光振興を通した観光まちづくりに向けた論理を解
明する。なお，SWOT分析とは，「強み」「弱み」
「機会」「脅威」の側面から事業および環境を注意
深く点検する戦略分析プロセスである（8）。
高橋［2017］は，欧米の DMOおよび日本の
DMOの先駆的な事例を紹介した上で，日本版
DMO導入に向けた示唆について述べている（9）。
そして，⑤としては，井手［2017］がある（10）。
観光まちづくりリーダーを育成するためには，リー
ダーの役割や要件などのあり方を示すのみではな
く，どのようにそのあり方に近づくのかを明らか
にし，その知見をもとにした育成方法を創出する
ことが不可欠であるとの問題意識に立脚して，観
光まちづくりの代表的な手法と考えられるオンパ
クに着目し，その発祥地である別府のリーダーの
発達プロセスと，それに関連する要因を解明し，
「観光まちづくりにおけるリーダーはリスクを冒
して新しいことに挑み，その経験から学習して発
達し，地域住民からの信頼を獲得してリーダーシッ
プを発揮する」との結論を導出している。
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以上のように，観光まちづくりに関する研究に
は多面的なアプローチがあるが，本論で検討する
経営学における戦略的提携論の観点に基づく研究
は見当たらない。本論は交通と観光まちづくりの
分野において戦略的提携論のアプローチを適用し
て，以下の仮説を検証することを通して，千葉県
流山市の観光まちづくりの論理を解明する。
本論の仮説：鉄道事業者間および鉄道事業者と観
光関係主体の戦略的提携が，流山の観光まちづ
くりを促進する。
本論の学術的設問：鉄道事業者間および鉄道事業
者と観光関係主体の戦略的提携が，流山の観光
まちづくりを導くか。
3．公共交通網の強化による千葉県流山
市の観光まちづくりの可能性
流山市は千葉県東部の「東地区」に位置する
人口約18万4千人の都市である（表1）。
1890年の利根運河の完成に伴い舟運で栄え，
一時期飾県庁が置かれた。しかし，鉄道の発達
に伴い1941年に舟運航路が廃止され，翌年には
利根運河株式会社も解散した。第二次世界大戦後
は住宅都市としての歩みを進めることとなる。
1950年代以降，江戸川台や松ケ丘を中心に住宅
開発が行われ，柏市や東京都区部などへの通勤・
通学者が住むベッドタウンとなった。1973年4
月1日に日本国有鉄道（現，東日本旅客鉄道：
JR東日本）武蔵野線南流山駅が開業し，さらに
2005年8月24日には首都圏新都市鉄道常磐新線
（つくばエクスプレス：TX）が開業して，市内
に武蔵野線との接続駅である南流山，流山セント
ラルパーク，そして流山おおたかの森の各駅が設
置された。特に，流山セントラルパーク駅と流山
おおたかの森駅については，「流山運動公園」と
「流山中央」の駅名になる予定であったが，首都
圏新都市鉄道から駅名決定の確認が流山市にあっ
たことを好機として，「流山おおたかの森」「流山
セントラルパーク」の駅名への変更が実現し
た（11）。東武鉄道はTX開業日に野田線初石駅―
豊四季駅間の TXとの交差部に流山おおたかの
森駅を開設し，両線の乗換駅とした。
一方，流山中心部で生産されるみりん輸送を担
う目的で流山軽便鉄道として1916年に開業した
流鉄流山線（馬橋駅―流山駅間5.7km）は1924
年の1,067mm狭軌への改軌を経て，長らく流山
中心部と常磐線経由で上野などの東京都区部とを
つなぐ役割を果たしてきた。しかし，北千住駅や
秋葉原駅に直結する TXが開業した影響などで
厳しい経営環境に置かれている。
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表1 千葉県流山市の概要（2017年11月1日時点）
千葉県流山市
市長 井崎義治
人口 184,489人
隣接自治体 松戸市，柏市，野田市，埼玉県三郷市，同吉川市
鉄道・駅数 TX3駅，東武野田線4駅，流鉄流山線3駅，JR武蔵野線1駅
主な産業 みりん
市役所の所管部局
所管業務 所管部局
定住促進 総合政策部マーケティング課
観光振興 経済振興部流山本町・利根運河ツーリズム推進課
交通計画 都市計画部都市計画課
流山市では，2003年4月に流山市長に就任し
た井崎義治氏の下，SWOT分析，ポジショニン
グ，ターゲットの整理などのマーケティング戦略
が遂行され，市役所総合政策部の中にマーケティ
ング課が設置された（12）。同課の主な業務は，市
の知名度アップ・イメージアップを図るとともに
市のブランド化を推進するため，市の魅力を市外，
特に首都圏を対象にしたPR,都市間競争を意識
した市の魅力ある情報を発信することにより子育
て中の共働きファミリーの定住化を促進する活動，
そしてこれらの取り組みを魅力あるイベントの実
施や，各種の情報メディア・ツールを駆使して推
進すること，の3点である。同課では，定住促進
をPRするリーフレット『MYGREENTOWN
NAGAREYAMAこのまちで くらす，はぐく
む。～流山ウェルカムガイド～』を制作し，来庁
者に無料配布している。このリーフレットは「交
通」「環境」「子育て」「教育」「自然」「催事」「未
来（市長メッセージ）」に分けて流山市を紹介し
ている。特に，「環境」と「自然」では，利根運
河や流山本町などの観光資源を写真入りで紹介し
ている（資料1）。
井崎氏は，2005年8月のTX開業で，都心へ
の所要時間が20～25分に短縮されたことによっ
て生まれた強みを考慮して，都市のイメージとし
て「都心から一番近い森のまち」のコンセプトを
掲げ，さらにDEWKS（共働きの子育て世帯）
をメインターゲットに設定し，「母になるなら流
山市」のキャッチフレーズをPRして，「千葉の
二子玉川」を目指した定住促進策を推進した（13）。
そして，流山おおたかの森駅前に高島屋グルー
プの東神開発株式会社が大型商業施設「流山おお
たかの森S・C（ショッピングセンター）」を開
業させたこと，および行政による同駅周辺の土地
区画整理事業が実施されたことに伴い，同駅周辺
の拠点化が進んだ。その結果，流山駅周辺と流山
おおたかの森駅周辺の2つの市街地が併存するこ
ととなったが，両地区を直接結ぶ鉄道はなく，交
流は未だ希薄である。
井崎氏が力を入れたのは，定住人口増加を目指
したまちづくりであり，マーケティング課を設置
するほど力を入れていることは先述した。一方，
流山が抱える豊富な観光資源を活用した地域活性
化を所管する部局として，経済振興部流山本町・
利根運河ツーリズム推進課がある。流山市観光協
会の事務局も同課内に設置されている。同課の主
な業務は，流山本町・利根運河地区の観光に関す
ること，観光資源の開発，保全及び宣伝，および
鉄道事業者間および観光関係主体との業務・資本提携に基づく観光まちづくりの論理 401
資料1 定住促進をPRする流山市役所総合政策部マー
ケティング課のリーフレット表紙
資料2 流山本町の切り絵行灯を紹介する流山市
役所経済振興部流山本町・利根運河ツー
リズム推進課のリーフレット表紙
その他観光及びツーリズムの推進，の3点である。
流山駅周辺には「切り絵行灯が灯る江戸風情の
町並み。白みりん発祥の地」（14）としてPRしてい
る流山本町の街並み（資料2），流山キッコーマ
ンの「流山本町まちなかミュージアム」（資料3），
新組流山本陣，一茶双樹記念館，江戸川土手な
どの観光資源がある一方，市の北部には利根運河
（資料4）がある。利根運河は柏市・流山市・野
田市を結ぶ約8.5kmの運河で，1890年にオラン
ダ人技師ムルデルにより開削され，年間2万隻あ
まりの船が通航し，関東水運の要であったという
（資料5）（15）。
また，流山おおたかの森駅前には「流山おおた
かの森S・C」がある（資料6）。利根運河見物を
終えた後で，流山おおたかの森へ移動することは
容易であるが，流山駅周辺散策の後に流山おおた
かの森へ移動することは容易ではない。また，流
山市における2大観光資源である流山本町と利根
運河の間も，公共交通による移動は不便である。
3つの地区を結ぶ公共交通網を強化することに
よって，流山市における周遊観光をPRする視点
も検討課題ではないだろうか（図1）。
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資料3「流山本町まちなかミュージアム」
資料4 利根運河
同課によると，市役所では流山本町と利根運河
の間の移動について，流山市役所入口バス停から
江戸川台駅までは路線バス，江戸川台駅―運河駅
間は東武野田線を利用するルートを推奨している
という。しかし，路線バスの本数は1時間1本程
度と利便性が高いとは言えない。鉄道・バスなど
の利便性向上に関する政策については，都市計画
部都市計画課が所管している。
このように，流山市では，定住促進，観光誘客，
そして交通政策が3つの部局に分かれている。し
かも3つの部局は市役所内の建物・場所も離れて
いる。マーケティング課は第1庁舎3階，流山本
町・利根運河ツーリズム推進課は第2庁舎3階，
そして都市計画課は第2庁舎2階である。定住促
進，観光誘客，そして交通政策はお互いに密接な
関係があり，3つの部局を近い位置に配置するこ
とで，3つの部局の関係強化を図る必要がある。
流山市が今後，定住人口増を促進しつつ，観光
振興を通じたまちづくりを推進するために，観光
誘客をターゲットとしたSWOT分析を行った場
合，次の通りとなる（図2）。
他方，流鉄流山線（資料7）は，乗車人員減少
に伴い赤字経営に苦しんでいるとされる。東京都
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資料5 オランダ遺産利根運河を紹介する流山市観光
協会のリーフレット表紙
資料6 流山おおたかの森S・C
図1 流山市周辺略図
馬橋
心へ直結するTX（資料8）開業に伴い，乗車人
員減少に拍車がかかった。しかし流鉄は，昔なが
らの有人改札や単線といったローカル情緒が人気
を集める名物鉄道となっており，週末には流鉄目
当てに来訪する観光客も少なくない。流鉄の活性
化が流山市の観光を活性化させ，ひいては定住人
口の増加を導く可能性がある。
流鉄と他鉄道事業者および観光関係主体との関
係強化を図るとともに観光振興を図ることで，鉄
道利用促進と流山市の活性化を推進する必要があ
る（16）。そのための手掛かりになるのが，経営学
における戦略的提携論である。
4．戦略的提携論の先行研究のレビューと千
葉県流山市の観光まちづくりへの示唆
本節では，戦略的提携論に関する先行研究を概
観した上で，鉄道事業者間および鉄道事業者と観
光関係主体の戦略的提携の可能性を模索する。
Jeffs［2008］は，戦略的提携を，「リスクを軽
減し，お互いに望む成果を達成することを目標と
するリエゾンを形成するための2社以上の会社が
結ぶパートナー協定（partnershipagreement）」
と定義し，例として，「航空産業は，『スターアラ
イアンス』等の航空連合を形成し，販売促進，チ
ケット販売，航空機の操縦，乗継便，航空機材の
利用（相互利用―大塚注）などで，パートナーお
よび顧客に便益をもたらしている」と指摘し
た（17）。
Barney［2002］は，戦略的提携を業務提携
（non-equityaliances），業務・資本提携（eq-
uityaliances），およびジョイント・ベンチャー
（jointventures）の3つに分類した（18）。
石井［2003］は，取引コスト論，戦略行動論，
組織間学習論の先行研究を概観した上で，自動車
産業の事例研究を通して，日本の自動車産業全体
における提携の重要性が高まっていると指摘した
上で，提携では組織間関係を極小化する管理が行
われていたこと，提携における組織構造の設計の
重要性，そして知識共有のマネジメントの重要性，
の3点を発見したことを明らかにしている（19）。
また，今野［2006］は，戦略的提携論に関する
先行研究を丹念に整理し，戦略的提携論を①取引
コスト，②戦略行動，③組織学習，④マーケット・
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図2 流山観光SWOT分析
プラス要素 マイナス要素
内
部
要
素
外
部
要
素
強み（Strength）
・TXで秋葉原と直結
・産業遺産，伝統的な街
並みなどの観光資源が
ある
弱み（Weakness）
・流山市役所周辺，流山
おおたかの森周辺（新
市街地地区），利根運
河の間の交流が乏しい
機会（Opportunity）
・まち歩きブーム
・産業観光への注目
脅威（Threat）
・地域間競争の激化
資料7 流鉄流山線
資料8 首都圏新都市鉄道常磐新線（つくばエクスプ
レス：TX）
パワー，⑤エージェンシー，⑥収穫逓増，⑦ゲー
ム，⑧戦略経営，⑨資源依存，⑩組織間学習，⑪
資源ベース，⑫リアル・オプション，⑬社会ネッ
トワーク，⑭生態系，⑮構造主義の各アプローチ
に分類している。これらのうち，⑩組織間学習ア
プローチについて，「パートナーの保有する既存
の資源・能力だけではなく，パートナーとの協力
関係の進化・発展から創出されるより高度な成果
を考慮していることから，共同の成果が優先され
ると捉えられる」と述べている（20）。
鉄道事業者も，利便性確保や利用促進のため，
他社と協定や業務提携を結んでいる場合がある。
これからは観光まちづくりの視点も踏まえて，着
地型観光と連動した鉄道利用の観光誘客による鉄
道ネットワークの持続的運営，および鉄道利用の
観光誘客を前提とした観光地の魅力向上に向けて，
鉄道事業者間および鉄道事業者と観光関係主体の
間で戦略的提携を締結し，着地型観光と連動させ
ることが観光まちづくりの促進につながる。流山
市においても，特に流鉄を核としたステークホル
ダー間の戦略的提携を進めることが，より有効な
観光まちづくりにつながると考えられる。
5．ステークホルダーアプローチの適用に
よる流山市の観光まちづくりへの示唆
2017年6月26日，筆者は江戸川大学社会学部
現代社会学科「観光まちづくり論」での活動の一
環として，同学科崎本武志准教授の協力を得て，
流山駅周辺でのフィールドワークを実施した（資
料9）。引率教員と受講生は，流山おおたかの森
駅から路線バスで流山市役所入口バス停へ移動し，
到着後直ちに流山駅周辺の観光資源を徒歩で視察
した。浅間神社の富士塚，古い商家の街並み，新
組流山本陣，流山キッコーマンの「流山本町ま
ちなかミュージアム」，一茶双樹記念館と巡り，
最後は流鉄流山線平和台駅近くのイトーヨーカドー
流山店の店内を見学して，解散した。
翌週7月3日の授業では，フィールドワークに
参加した受講生による成果発表会を開催した。発
表では，流山本町の歴史的建造物のPR，近藤勇
などの偉人をテーマとしたアニメーション制作，
他市への来訪者を流山へ誘導する仕組み作り，そ
して市内の公共交通網の強化による周遊促進など
のアイデアが披露された。流山本町の歴史的な街
並みをPRして流鉄の利用を促進し，流山本町を
散策した観光客を公共交通によって流山おおたか
の森や利根運河へと誘導する仕組みを整備するこ
とができれば，流山市内における消費額の増加に
つながるだろう。
そして，流鉄流山線とJRまたはTXの戦略的
提携および鉄道事業者と観光関係主体との戦略的
提携を通して，鉄道活性化と流山市の両方の活性
化を進める必要がある。
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資料9 江戸川大学社会学部現代社会学科「観光まちづくり論」フィールドワーク
流鉄流山線は幸谷駅と馬橋駅でJR線と接続す
るものの，TXとは接続していない。TXとの接
続が実現すれば，TX沿線から流山本町への誘客
につながるほか，流山本町から流山おおたかの森
や利根運河へのアクセスも改善する。
また，JR東日本と流鉄が戦略的提携を取り結
び，JR主要駅で流山本町の観光PRを行うこと
ができれば，JR線の利用促進も同時に実現する。
さらに一歩進めて，業務・資本提携の一環として，
流鉄がJR東日本株式を購入し，両社が利用促進
のために協働することで，両社線の利用促進と増
益につなげることができるだろう（図3）。
名物鉄道として人気を集める流鉄を核とした流
山市の観光まちづくりに向けて，流山市における
ステークホルダー（21）の力を結集することが望ま
れる。流鉄を取り巻くステークホルダーとしては，
株主，債権者，従業員，他鉄道事業者，沿線自治
体，顧客，そして潜在的顧客などがある。特に顧
客の中には，沿線の学校の生徒・学生が含まれる
（図4）。
流鉄の活性化は鉄道の利便性向上などを通して
顧客にも利益をもたらす。そして，流鉄活性化の
ために観光誘客を進めることが，地域活性化にも
つながる。ステークホルダーにとっての価値の創
出を目標にステークホルダーが協働する視点，す
なわちステークホルダーアプローチを適用するこ
鉄道事業者間および観光関係主体との業務・資本提携に基づく観光まちづくりの論理406
図3 鉄道事業者間と観光関係主体の業務・資本提携に基づく流山市の観光振興の構想
図4 流鉄とステークホルダーの協働による流山市の観光振興
とが肝要ではないだろうか（図5）（22）。なお，本
論で提案する業務・資本提携はステークホルダー
アプローチの具体的手法である。
しかし現状では，流山市の観光に向けた，流鉄，
JR東日本，首都圏新都市鉄道，東武鉄道の協力
関係は十分とは言えない。また，流鉄と流山市内
の高校・大学の共同企画もほとんど実施されてい
ない。流鉄をはじめとする鉄道事業者とステーク
ホルダーが関係を強化し，観光振興を進めること
で，鉄道活性化と流山市における観光まちづくり
につなげる取り組みが望まれる。
6．ま と め
本論では，観光まちづくりの先行研究を再評価
した上で，鉄道事業者間および観光関係主体との
業務・資本提携に基づく千葉県流山市の観光まち
づくりの促進に向けた論理の解明を試みた。
第2節では観光まちづくり論の先行研究をレビュー
した。観光まちづくりに関する研究には多面的な
アプローチがあるが，本論で検討する経営学にお
ける戦略的提携論の観点に基づく研究は見当たら
ないとの私見を踏まえて，交通と観光まちづくり
のアプローチに基づき，仮説および学術的設問を
設定し，千葉県流山市の観光まちづくりの論理を
解明するための議論の材料を提示した。
第3節では，千葉県流山市の概要や市の定住促
進策，観光振興，および交通計画の所管部局を紹
介した上で，これら3つの業務を所管する市役所
の各部局の連携が不十分な現状を指摘し，3部局
間の関係強化の必要性に言及した。また，今後観
光振興を通じたまちづくりを推進するために，観
光誘客をターゲットとしたSWOT分析の結果を
提示した。そして，流鉄と他鉄道事業者および観
光関係主体との関係強化を図るとともに観光振興
を図ることで，鉄道利用促進と流山市の活性化を
推進する手掛かりが，経営学における戦略的提携
論であるとした。
第4節は第3節での指摘を踏まえて，戦略的提
携論の先行研究を概観した上で，これからは観光
まちづくりの視点も踏まえて，着地型観光と連動
した鉄道利用の観光誘客による鉄道ネットワーク
の持続的運営，および鉄道利用の観光誘客を前提
とした観光地の魅力向上に向けて，鉄道事業者間
および鉄道事業者と観光関係主体の間で戦略的提
携を締結し，着地型観光と連動させる必要性を指
摘した。そして，流山市においても，特に流鉄を
核としたステークホルダーとの戦略的提携を進め
ることがより有効な観光まちづくりにつながるこ
とを明らかにした。
そして第5節では，第4節の議論および江戸川
大学社会学部現代社会学科「観光まちづくり論」
でのフィールドワークおよび成果発表会による成
果を踏まえて，流山市の観光まちづくりを進める
アイデアについて議論した。流山市の観光に向け
た，流鉄，JR東日本，首都圏新都市鉄道，東武
鉄道の協力関係は十分ではないこと，また流鉄と
流山市内の高校・大学の共同企画を実施し，活性
化につなげる取り組みが必要であることを指摘し
た。そして，流鉄をはじめとする鉄道事業者とス
テークホルダーが関係を強化し，観光振興を進め
ることで，流山市における鉄道活性化と観光まち
づくりにつなげる取り組みの必要性に言及した。
鉄道活性化と着地型観光の連動による観光まち
づくりを推進するためには，ステークホルダー間
の協働の視点，すなわちステークホルダーアプロー
チの論理が必要になる。流山市もまちの価値向上
に向けた観光まちづくり戦略を広く社会に明示す
ることが望まれる。そして，鉄道事業者間および
観光関係主体との戦略的提携によって増加する利
益を観光まちづくりへと生かす取り組みとともに，
着地型観光の創造によって鉄道による来訪者を増
やし地域活性化を進める道筋に向けた意識をステー
クホルダー間で共有することが鉄道と地域に
win-winをもたらすのである。
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図5 ステークホルダー間の協働を起点とするステー
クホルダーにとっての持続的な価値の創出
（1） 小長谷・竹田［2011］。
（2） 森重［2015］。
（3） 西村［2009］。
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